
(証券コード 7727)
平成24年６月11日

株 主 各 位
東京都新宿区上落合三丁目10番８号

代表取締役
社 長 谷 本 淳

第90期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第90期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただ
き、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成
24年６月26日（火曜日）午後５時45分までに到着するようご返送くださ
り、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１. 日 時 平成24年６月27日（水曜日）午前10時
２. 場 所 東京都新宿区上落合三丁目10番８号 当社本社会議室
３. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第90期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第90期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案 剰余金の処分の件
第 ２ 号 議 案 取締役５名選任の件
第 ３ 号 議 案 監査役２名選任の件

以 上〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。
◎株主総会参考書類ならびに添付書類の記載内容に修正が生じた場合は、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（http://www.oval.co.jp）に掲載させていただきます。
◎当日全従業員はクールビズにてご対応させていただきますのでご了承賜りますよう

お願い申しあげます。株主の皆様におかれましても、軽装にてご出席くださいます
ようお願い申しあげます。
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【添付書類】

事 業 報 告
(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度における世界経済は、中国は緩やかなテンポながら内需を中心
に景気拡大したものの、グローバルな金融不安、特に新興国においてインフレ懸
念から金融引き締めが相次ぎ、成長ペースが弱まりました。また、ユーロ圏の一
部の国々で財政の先行き不安を通じた金融面への影響により、景気が足踏み状態
となりました。

一方、わが国経済は、年度始めは東日本大震災の落ち込みから設備過剰感は残
るものの、復旧・復興需要、公共投資から持ち直し傾向となりましたが、歴史的
円高の長期化に加え、欧州政府債務危機の影響、原油価格の上昇、また、企業の
海外投資により国内産業の空洞化が進み雇用に影響を与えるなど、景気が下押し
されております。

このような環境の中で当企業グループは、徹底した経費削減を継続し、また、
調達コスト削減、生産性向上推進による原価率の低減を行ってまいりました。ま
た、他方では、海外システム案件を継続して受注する等、当連結会計年度を２年
目とする中期経営計画「OVAL PHOENIX PLAN 2015」に掲げた諸戦略に基づ
き、市場開拓等を推進してまいりました。

その結果、当連結会計年度の受注高および売上高は、前連結会計年度と比べ増
加し、業種別、商品別の概況は以下のとおりとなりました。

受注面では円高、中国経済の引き締めなどの影響を受け、電気・輸送機械市場
は前連結会計年度比27.3％の減少でしたが、電力・ガス市場は震災復興事業及び
燃料油から天然ガスへのガス転換などにより前連結会計年度比38.2％の増加とな
り、電気・輸送機械市場の減少を補うことができました。また、化学市場は前連
結会計年度比9.3％増と２年連続で高い伸びとなりました。一方、石油市場は震災
復興関連の受注はあったものの前連結会計年度とほぼ同等の受注額となりました。
輸出では前連結会計年度に引き続き韓国大手プラントメーカー経由中近東向けの
大口受注に支えられました。この結果、全体の受注高は前連結会計年度比0.2％増
の12,454百万円となりました。
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売上面では、受注動向と連動し電気・輸送機械市場は前連結会計年度比11.9％
減、電力・ガス市場は前連結会計年度比6.5％増、化学市場は前連結会計年度比
6.1％増となりました。また輸出は前連結会計年度に受注した韓国大手プラントメ
ーカー経由中近東向けの大口案件の売上があったため、前連結会計年度比8.9％増
となりました。この結果、全体の売上高は前連結会計年度比16.3％増の12,807
百万円となりました。

利益面につきましては、当連結会計年度における営業利益は、前連結会計年度
比0.3％減の563百万円となりましたが、一部の子会社の好調な業績に支えられ、
当初見込み額を上回ることができました。前連結会計年度と比べると、第４四半
期において、原価率の高い海外大口システム案件の影響や経費増の影響により、
第３四半期までの業績に対して大幅な減速となりました。また、経常利益も、一
部の子会社の業績の回復や、配当金の増加、持分法による投資損益の改善などか
ら、当初見込み額を上回り、前連結会計年度比4.3％増の639百万円となりまし
た。

当期純利益は、当初見込み額を若干上回ったものの特別損失が28百万円発生し
たことなどにより、前連結会計年度比0.9％減の304百万円となりました。

次に事業部門別の概況についてご報告いたします。
(センサ部門)

円高による設備投資の抑制および太陽電池関連の受注が低迷したものの、受注
高は前連結会計年度比7.8％増の7,537百万円、売上高は前連結会計年度比7.7％
増の7,342百万円となりました。
(システム部門)

韓国大手プラントメーカー経由中近東向け大口システム案件の受注があったも
のの、昨年の受注額には及ばず、受注高は前連結会計年度比16.3％減の2,538百
万円となりました。売上高は上記の韓国大手プラントメーカー経由中近東向け大
口受注分の売上により、前連結会計年度比73.2％増の3,106百万円となりました。
(サービス部門)

石油市場、化学市場顧客におけるメンテナンス予算の削減等により、受注高は
前連結会計年度比1.2％減の2,353百万円、売上高は前連結会計年度比1.8％減の
2,333百万円となりました。
(その他の部門)

オーバルアシスタンス株式会社における手数料収入・賃貸料収入は、受注高・
売上高共に前連結会計年度比13.9％増の25百万円となりました。
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(2) 設備投資等の状況
当連結会計年度においては、当社横浜事業所における保守や更新投資を中心に

257百万円実施しました。

(3) 資金調達の状況
当連結会計年度において特記すべき資金調達は実施しておりません。

(4) 対処すべき課題
当企業グループでは、中期経営計画「OVAL PHOENIX PLAN 2015」の遂行

にあたり、次の課題を認識し、その克服に継続的に取り組んでまいります。
①売上の拡大、営業利益の確保
（センサビジネス）
・震災復興にも関わる、原子力発電から火力発電への転換事業、天然ガス転換に

よる大型LNG基地およびガス幹線ライン関連事業への協力
・世界の水市場へ、グローバルな展開
・地球温暖化対策推進に向け、省エネルギー事業への協力
・高精度超音波流量計、高精度質量流量計（超高圧、高温用）、新型渦流量計の早

期リリース
（システムビジネス）
・中近東向け「石油取引関係プロジェクト」の継続受注
・中国各省計量科学院向けに空気および油系校正設備の展開を拡大

など世界市場をターゲットとした展開
（校正ビジネス）

信頼性のある計測の国家計量標準へのトレーサビリティを確保することで、
さまざまな試験・校正結果を根幹から支えるという重要な役割を担っておりま
す。

計量法校正事業者（Japan Calibration Service System）として校正事業
の拡大

②コストダウンの推進
製造方法のBCP（Best Cost Produce）戦略、購買・調達のBCL（Best

Cost Location）戦略を推進
③製品開発の生産性と品質の向上

PLM（Product Lifecycle Management）を導入、コンカレントエンジニ
アリングを推進し製品品質の向上と開発期間の短縮
株主各位におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますよう切にお願い

申し上げます。

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月31日 11時55分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40 20110927_01）



(5) 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分 第 87 期
平成21年３月期

第 88 期
平成22年３月期

第 89 期
平成23年３月期

第90期
( 当 連 結 会 計 年 度 )
平成24年３月期

受 注 高(百万円) 13,716 10,068 12,430 12,454

売 上 高(百万円) 14,157 9,941 11,008 12,807

経 常 利 益(百万円) 516 146 613 639

当 期 純 利 益(百万円) 385 13 307 304

１株当たり当期純利益金額 18円28銭 0円61銭 13円71銭 13円58銭

総 資 産(百万円) 17,623 16,904 18,100 19,176

純 資 産(百万円) 10,069 10,261 10,393 10,949

１株当たり純資産額 474円62銭 453円91銭 457円82銭 479円85銭

(6) 親会社および重要な子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率(％) 主要な事業内容

株 式 会 社 山 梨 オ ー バ ル 80百万円 100.0 計測機器の製造、販売

オ ー バ ル ア シ ス タ ン ス 株 式 会 社 30百万円 100.0 保険代理業務
および不動産賃貸業務

株 式 会 社 宮 崎 オ ー バ ル 60百万円 66.7 計測機器の製造、販売

HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD. 20,620千元 100.0 計測機器の製造

HEFEI OVAL INSTRUMENT SALES CO.,LTD. 2,433千元 100.0 計測機器の販売

HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM CO.,LTD. 4,031千元 60.6 計 測 機 器 の 製 造、
システム製造・販売

OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD. 600千シンガポールドル 80.0 計測機器の販売、
システム製造・販売

OVAL TAIWAN CO.,LTD. 5百万ニュー台湾ドル 70.0 計測機器の販売

OVAL ENGINEERING INC. 500百万ウォン 60.0 計測機器の販売

OVAL EUROPE B.V. 280千ユーロ 100.0 計測機器の販売
OVAL ENGINEERING SDN BHD 400千リンギット 48.0 計測機器の販売
(注) 1. OVAL ENGINEERING SDN BHDに対する出資比率は間接所有によるものであります。

2. HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM CO.,LTD.は重要性が増したこ
とにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
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(7) 主要な事業内容

事 業 主 要 製 品

セ ン サ 部 門 工業用計測機器および関連機器の製造・販売

シ ス テ ム 部 門 計装および制御・管理装置の製造・販売

サ ー ビ ス 部 門 工業用計測機器および装置に関するメンテナンス業務、
流量計の検定業務

そ の 他 の 部 門 保険代理業務および不動産賃貸業務

(8) 主要な事業所および営業所
① 当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 新 宿 区 中 部 営 業 所 愛 知 県 刈 谷 市

横 浜 事 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市 大 阪 営 業 所 大 阪 府 吹 田 市

東 北 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市 岡 山 営 業 所 岡 山 県 倉 敷 市

神 奈 川 営 業 所 神 奈 川 県 横 浜 市 九 州 営 業 所 福 岡 県 福 岡 市

② 子会社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

株式会社山梨オーバル 山 梨 県 甲 府 市 HEFEI OVAL
INSTRUMENT CO.,LTD. 中 国 安 徽 省 合 肥 市

株式会社宮崎オーバル 宮 崎 県 都 城 市 OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD. シ ン ガ ポ ー ル
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(9) 企業集団の従業員の状況

事 業 の 部 門 の 名 称 従 業 員 数 前 期 比

セ ン サ 部 門 246名 18名増

シ ス テ ム 部 門 45名 1名増

サ ー ビ ス 部 門 54名 5名増

そ の 他 の 部 門 37名 ―

全 社 (共通) 274名 ―

合 計 656名 24名増
(注) 1. 従業員数は就業人員数であります。

2. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業の部門に区分できない販売およ
び管理部門に所属している人員数であります。

(10) 主要な借入先の状況

借 入 先 借入金残高（百万円)

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 755

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 292

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 292
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2. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 80,000,000株

(2) 発行済株式の総数 22,404,570株(自己株式3,775,430株を除く)

(3) 株主数 3,204名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数（千株) 持 株 比 率（％)

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,900 8.5

東 京 計 器 株 式 会 社 1,309 5.8

轟 産 業 株 式 会 社 1,071 4.8

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 864 3.9

横 河 電 機 株 式 会 社 512 2.3

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 450 2.0

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 422 1.9

加 島 淳 一 郎 355 1.6

加 島 淑 子 311 1.4

財 団 法 人 井 上 育 英 会 300 1.3
(注) 持株比率は自己株式(3,775,430株)を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職

取締役会長 近 藤 健 二 中国事業推進室管掌 ―

代表取締役社長 谷 本 淳 経営企画室管掌
監査室担当 ―

取締役兼
常務執行役員 奥 野 保

技 術 本 部 ・ 製 造 本
部・認定事業室管掌
品質保証部担当
NFSエンジニアリン
グ本部長
横浜事業所長

OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD. 取締役

取締役兼
常務執行役員 昨 間 英 之 管理部門部長

HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.
董事長
HEFEI OVAL INSTRUMENT
SALES CO.,LTD. 董事長

取締役兼
執行役員 山 路 隆 夫

商品企画部・新事業
推進部担当
営業本部長
国内営業部門部長

―

常勤監査役 石 田 愼 ― ―

常勤監査役 木 下 順 一 ― ―

監査役 加 納 信 彦 ― ―

監査役 池 田 力 ― 沖電線株式会社 常勤監査役
日本上下水道設計株式会社 監査役

(注) 1. 監査役木下順一、加納信彦および池田 力の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査
役であります。監査役加納信彦、池田 力の両氏は、株式会社東京証券取引所が指定を義務
付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

2. 監査役石田 愼氏は、長年当社の経理業務を担当しており、財務・会計に関する相当程度の
知見を有する者であります。

3. 平成23年６月29日開催の第89期定時株主総会において、山路隆夫氏が取締役に新たに選任
され、就任致しました。

4. 中津清二、五味信吾の両氏は、平成23年６月29日開催の第89期定時株主総会終結の時をも
って、任期満了により取締役を退任致しました。
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(2) 取締役および監査役の報酬等の額
取締役７名 71,730千円
監査役４名
（うち社外監査役３名）

27,000千円
(16,320千円)

(注) 1. 取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記の取締役の支給人員には、平成23年６月29日開催の第89期定時株主総会終結の時をも

って退任した取締役２名を含んでおります。
3. 当社は平成18年６月29日開催の第84期定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役

の退職慰労金制度を廃止し、第84期定時株主総会終結後引き続き在任する取締役および監
査役に対しては、制度廃止までの在任期間に対応するものとして退職慰労金を各氏の退任時
に贈呈することを決議しました。これに基づき、上記のほか、当期中に退任した取締役２名
に対し8,040千円の退職慰労金を支給しております。

(3) 社外役員に関する事項
① 取締役 社外取締役はおりません。
② 監査役 木下順一氏

ア．他の法人等の業務執行取締役等の兼任状況
兼任はしておりません。

イ．他の法人等の社外役員の兼任状況
兼任はしておりません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
平成23年４月１日から平成24年３月31日の間に開催した取締役会全24回
に出席しました。また、同期間中に開催の監査役会全13回に出席し、更に
当社の重要な会議にほとんど出席しました。加えて、営業経験豊かで、金
融に関する造詣も深いため、当社の経営について貴重な指摘、意見を述べ
ております。

エ．責任限定契約の内容の概要
責任限定契約は締結しておりません。

オ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
該当事項はありません。

③ 監査役 加納信彦氏
ア．他の法人等の業務執行取締役等の兼任状況

兼任はしておりません。
イ．他の法人等の社外役員の兼任状況

兼任はしておりません。
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ウ．当事業年度における主な活動状況
平成23年４月１日から平成24年３月31日の間に開催した取締役会24回の
うち21回、また、同期間中に開催の監査役会13回のうち12回に出席しま
した。加えて、営業経験豊かで、金融に関する造詣も深いため、当社の経
営について貴重な指摘、意見を述べております。

エ．責任限定契約の内容の概要
責任限定契約は締結しておりません。

オ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
該当事項はありません。

④ 監査役 池田 力氏
ア．他の法人等の業務執行取締役等の兼任状況

兼任はしておりません。
イ．他の法人等の社外役員の兼任状況

沖電線株式会社（常勤監査役）、日本上下水道設計株式会社（非常勤監査
役）（両社とも会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。）な
お、当社と沖電線株式会社、日本上下水道設計株式会社との間には取引関
係はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
平成23年４月１日から平成24年３月31日の間に開催した取締役会24回の
うち23回、また、同期間中に開催の監査役会13回のうち12回に出席しま
した。加えて、企業経営者としての見識も高く、金融に関する造詣も深い
ため、当社の経営について貴重な指摘、意見を述べております。

エ．責任限定契約の内容の概要
責任限定契約は締結しておりません。

オ．当社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
該当事項はありません。
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4. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

至誠監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の額 29,000千円
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　29,000千円

(注) 当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受け
ております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会
計監査人の適格性、独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の遂行が困
難であると認められる場合、監査役会の同意を得た上で、または監査役会の請求
に基づいて、会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提案いた
します。
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5. 会社の体制および方針
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制他業

務の適正を確保するための体制

当社には、存在理念、経営理念、行動理念によって構成された理念体系があり、
存在理念の中の存在意義として、
『オーバルは、オーバルを支え、育てる人々のために存在する』
と定めております。

即ち、社員そしてオーバルのこれまでの成長と将来の更なる発展に係る、お客
様、取引先様、株主様、関連会社、ひいては社会の人々の幸せのために存在する
存在価値のある企業を目指しています。

この理念達成のために、毎年、会社としての業務指針、品質年度方針、部門と
しての運営方針、部署としての業務目標を定めて、業務管理を実施しております。
また、CSR行動規範を定めて公正な風土作りに努めており、今後とも社会規範に
則り、公明正大な経営に努めます。

1. 「取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制」
取締役会規則および文書取扱保管規程等に基づき、取締役会の決議事項および

報告事項を議事録へ記載および保存、また、稟議規程に基づき稟議決裁書の保存
および管理を行い、常に取締役の業務執行に係る情報および執行過程を検証でき
るようにする。

また、主要な会議・委員会の議事録は電磁的媒体により経営企画室に保管され、
取締役および監査役は、経営企画室長に申し出ていつでも閲覧することができる。

2. 「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」
① 各部門において、今一度潜在化している重要なリスクの抽出を行い、新たに

抽出されたリスクに対する防止策を構築すること。また、現在把握しているリ
スクに対するマネジメントが有効かどうか、再度検討する。

② 秘密情報管理規程等に従い、企業秘密の管理を徹底する。また、秘密情報に
アクセスできる従業員を制限し、必要最小限とするよう徹底する。

③ 定期的に従業員に対し、リスクマネジメントに関する教育および研修を実施
する。

④ 監査室による内部監査において、各部署におけるリスクマネジメントが十分
に行われているか検証を行う。
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3. 「取締役および使用人の職務の執行が効率的に行われ、かつ法令および定款に適
合することを確保するための体制」
① 会社は毎年経営に関し「業務指針」と「品質方針」を示し、それらに基づい

て各部門長は「部門運営方針」を制定し、更にそれらに基づいて各部署の課長
は「部署別業務目標」を定め、中期計画の達成に向けた戦略を実行する。

② 月１回以上取締役会を開催し、決議事項に関する討議、業務執行状況の報告
を受けることで、取締役会および取締役の他の取締役に対する監視を機能させ
る。

③ 業務分掌に従い、各部門の分掌に従った業務を責任をもって効率よく遂行す
る。

④ 権限統制規程に従い、取締役、部次長、課長および専任課長の権限の範囲を
明確にし、当該権限を逸脱しない業務遂行および同規程に基づく権限委譲によ
る効率よい業務遂行を行う。

⑤ 「オーバル行動指針」に明記された行動理念、①公共性、社会性②社会的責任
③環境保護④公正取引の実施、取引法令の遵守に沿って全取締役、全従業員は
行動し、具体的な規範として定めた「オーバルCSR行動規範ハンドブック」を
参考にして、業務の中で自然に責任ある行動を取る環境を醸成する。

⑥ 稟議規程および文書取扱保管規程に従い、従業員の業務遂行に関しても、業
務遂行に係る情報および遂行過程を検証できるようにする。

⑦ 独立性を保った監査を実施するために監査室を設置し、監査室による内部監
査において、各部署における業務の効率性と法令遵守が十分に図られているか
監査、検証を行う。

⑧ コンプライアンス相談・通報制度により、万一社内に不正または問題があっ
た場合、従業員の地位を保障し、通報を促すことにより、正確な情報を収集し
て、トップへ伝達し、その情報を基に対策を講じる。

⑨ 反社会的勢力および団体とは一切の関係を遮断し、不当な要求に対しては、
人事総務グループが総括部署となり、所轄の警察署や顧問弁護士との連携を取
りながら、毅然とした態度で対応する。

⑩ 財務報告の適正性・信頼性を確保する体制を構築し、定期的に見直しを行い、
最適化を図る。
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4. 「当該株式会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制」
① 子会社に派遣された取締役または監査役により、取締役は子会社の取締役の

業務執行を監視・監督し、監査役は子会社の業務執行状況を監査する。
② 親会社の監査室による内部監査において、子会社におけるリスクマネジメン

ト、業務の効率化と法令遵守が図られているか、検証を行う。
5. 「監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項」

監査役の要請に応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くことと
し、その人事については、取締役と監査役が意見交換を行う。

6. 「監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保
するための体制」
① 監査役と代表取締役社長が定期に会合を持ち、取締役の業務執行の状況、そ

の他会社の状況について率直に意見交換を行う。
② 監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、議事の経過および結果を監査

する。また、監査役から出席要求のあった会議には出席の便宜を図る。
③ 監査役は、必要の都度、対象部署に出向き、取締役および従業員に照会する

などにより、会社の状況の確認、問題点の抽出、改善勧告を行う。また、監査
役の監査に、取締役および従業員は協力する。

④ 監査役は、監査室と連携し、必要に応じて監査の共同実施、情報の共有化を
図る。

…………………………………………………………………………………………………
(注) 本事業報告中の表示単位未満の端数の取扱いは、金額および株式数等については切捨て、比率

については小数第二位を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
（流 動 資 産） (10,121,095) （流 動 負 債） (4,352,842)

現 金 及 び 預 金 2,300,636 支払手形及び買掛金 1,647,875
受取手形及び売掛金 5,476,322 短 期 借 入 金 1,241,410
商 品 及 び 製 品 486,638 リ ー ス 債 務 34,010
仕 掛 品 293,506 未 払 法 人 税 等 62,193
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,197,315 賞 与 引 当 金 260,725
繰 延 税 金 資 産 173,997 そ の 他 1,106,626
そ の 他 197,500 （固 定 負 債） (3,874,511)
貸 倒 引 当 金 △4,822 長 期 借 入 金 449,284

（固 定 資 産） (9,055,553) リ ー ス 債 務 87,324
有形固定資産 7,419,057 繰 延 税 金 負 債 198,962

建 物 及 び 構 築 物 1,269,172 再評価に係る繰延税金負債 1,761,864
機械装置及び運搬具 392,895 退 職 給 付 引 当 金 1,287,642
土 地 5,575,409 役員退職慰労引当金 50,629
リ ー ス 資 産 106,462 環 境 対 策 引 当 金 13,801
そ の 他 75,116 資 産 除 去 債 務 21,539
無形固定資産 83,341 そ の 他 3,462

リ ー ス 資 産 34,825 負 債 合 計 8,227,353
そ の 他 48,516 純 資 産 の 部
投資その他の資産 1,553,155 （株 主 資 本） (7,708,302)

投 資 有 価 証 券 458,487 資 本 金 2,200,000
長 期 貸 付 金 8,502 資 本 剰 余 金 2,124,989
繰 延 税 金 資 産 10,715 利 益 剰 余 金 3,786,160
保 険 積 立 金 976,317 自 己 株 式 △402,847
そ の 他 109,242 （その他の包括利益累計額） (3,042,451)
貸 倒 引 当 金 △10,110 その他有価証券評価差額金 76,385

繰延ヘッジ損益 △873
土地再評価差額金 3,107,332
為替換算調整勘定 △140,391

（少数株主持分） (198,541)
純 資 産 合 計 10,949,296

資 産 合 計 19,176,649 負債純資産合計 19,176,649
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連 結 損 益 計 算 書
(平成

平成
23
24

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 12,807,153
売 上 原 価 8,618,125
売 上 総 利 益 4,189,027
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,625,991
営 業 利 益 563,036
営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,268
受 取 配 当 金 39,159
負 の の れ ん 償 却 額 1,135
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,410
受 取 賃 貸 料 24,853
保 険 返 戻 金 36,834
受 取 保 険 金 14,154
そ の 他 15,900 138,715
営 業 外 費 用

支 払 利 息 29,043
為 替 差 損 27,322
そ の 他 5,713 62,079
経 常 利 益 639,672
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 609 609
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,558
損 害 賠 償 金 26,300 28,858
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 611,424
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 213,840
法 人 税 等 調 整 額 37,396
少数株主損益調整前当期純利益 360,187
少 数 株 主 利 益 55,915
当 期 純 利 益 304,271
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連結株主資本等変動計算書
(平成

平成
23
24

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
平成23年４月１日残高 2,200,000 2,124,989 3,570,703 △402,738 7,492,954
当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △89,621 △89,621
当 期 純 利 益 304,271 304,271
自 己 株 式 の 取 得 △108 △108
連結範囲の変動に伴う増減額 806 806
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度中の変動額合計 ― ― 215,457 △108 215,348
平成24年３月31日残高 2,200,000 2,124,989 3,786,160 △402,847 7,708,302

その他の包括利益累計額
少数株主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰 延
ヘッジ
損 益

土 地
再評価
差額金

為替換
算調整
勘 定

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

平成23年４月１日残高 19,410 ― 2,867,572 △122,358 2,764,623 135,827 10,393,405
当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △89,621
当 期 純 利 益 304,271
自己株式の取得 △108
連結範囲の変動に伴う増減額 806
株主資本以外の項目の当連結 56,975 △873 239,759 △18,032 277,828 62,713 340,541会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度中の変動額合計 56,975 △873 239,759 △18,032 277,828 62,713 555,890
平成24年３月31日残高 76,385 △873 3,107,332 △140,391 3,042,451 198,541 10,949,296
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連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 11社
連結子会社の名称

オーバルアシスタンス株式会社
株式会社山梨オーバル
株式会社宮崎オーバル
OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.
OVAL TAIWAN CO.,LTD.
HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.
HEFEI OVAL INSTRUMENT SALES CO.,LTD.
HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM CO.,LTD.
OVAL ENGINEERING INC.
OVAL EUROPE B.V.
OVAL ENGINEERING SDN BHD

HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL SYSTEM CO.,LTD. は、 重 要
性が増したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称
SHANGHAI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な
影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社の数 ５社

山陽機器検定株式会社
PT OVAL METERING INDONESIA
OVAL-ITECH CONTROL AND ENGINEERING LTD.
OVAL TAHILAND LTD.
OVAL VIETNAM JVC LTD.

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称
SHANGHAI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.
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(3) 持分法を適用しない理由
持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適
用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連 結 子 会 社 の う ち、OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.、OVAL TAIWAN

CO.,LTD.、HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.、HEFEI OVAL
INSTRUMENT SALES CO.,LTD.、HEFEI OVAL AUTOMATION CONTROL
SYSTEM CO.,LTD.、OVAL ENGINEERING INC.、OVAL EUROPE B.V.、
OVAL ENGINEERING SDN BHDの決算日は12月末日であり、他の連結子会社
の決算日は２月末日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、各社の決算日現在の計算書類を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。

4. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
　 その他有価証券
　 時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は主として総平均法により算定)

　 時価のないもの…………………総平均法による原価法
② デリバティブ………………………時価法
③ たな卸資産

　 商品・製品・半製品・仕掛品・原材料……移動平均法による原価法(貸借対照表価額
は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定)

貯蔵品…………………………最終仕入原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は、主として定率法(ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物(付属設備を除く)については定額法)を採用し、在外連結子会
社は主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ８年～50年
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ４年～７年

② 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合

は、残価保証額）とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が

企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金…………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。

② 賞与引当金……………………当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞
与の支給に充てるため、賞与支給見込額の
当連結会計年度負担額を計上しておりま
す。
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③ 退職給付引当金……………当社及び一部の連結子会社は、従業員の退
職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年度末において発生
していると認められる額を計上しておりま
す。
なお、過去勤務債務はその発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主と
して10年)による定額法により費用処理し
ております。また、数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数(主とし
て10年)による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処
理しております。

④ 役員退職慰労引当金……… 当社は、役員退職慰労金の支給に充てるた
め、内規に基づく、連結会計年度末要支給
額を計上しておりましたが、平成18年７月
以降新規の引当計上を廃止しております。
従いまして、当社の当連結会計年度末の残
高は、現任取締役及び監査役が平成18年６
月以前に就任していた期間に応じて引当計
上した額であります。一部の連結子会社は
役員退職慰労金の支給に充てるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

⑤ 環境対策引当金……………‥環境対策に係る支出に備えるため、今後発
生すると見込まれる額を計上しておりま
す。
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(4) 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 ① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
　 工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

　 ② その他の工事
　 工事完成基準

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、
決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株
主持分に含めております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっ

ております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段…… 為替予約
ヘ ッ ジ 対 象…… 製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外

貨建買入債務及び外貨建予定取引
③ ヘッジ方針

外国為替規程及び権限統制規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動
リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキ

ャッシュ･フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額
等を基礎にしてヘッジの有効性を評価しております。
　ただし、振当処理によっている為替予約については有効性の評価を省略し
ております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間
５年間の均等償却を行っております。

(8) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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追加情報
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年
12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

連結貸借対照表に関する注記
1．担保資産及び担保付債務

現金及び預金 12,600千円
建物及び構築物 290,639千円
機械装置及び運搬具 10,135千円
土地 4,605,655千円
　 計 4,919,030千円
短期借入金 550,750千円
長期借入金 448,214千円
　 計 998,965千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,244,215千円
3. 有形固定資産の取得原価から控除した圧縮記帳額 4,299,296千円
4. 当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を再評価に係
る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金
として純資産の部に計上しております。

・ 再 評 価 の 方 法……… 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日
公布政令第119号)第２条第４号に定める路線価及び路
線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価
額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日………………………………………平成14年３月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額と
の差額

1,856,506千円
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5. 保証債務
OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.は関連会社の金融機関からの借入等に対し、以

下のとおり債務保証を行っております。

OVAL THAILAND LTD. 53,292千円
(THB 20,000千)

OVAL OIL AND GAS SDN BHD

58,631千円
(USD 712千)

454千円
(MYR 16千)

　合 計 112,379千円
6. 連結会計年度末日満期手形の会計処理

当連結会計年度末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われた
ものとして処理しております。なお、当連結会計年度末日の満期手形は以下のとお
りであります。

　 受取手形 65,414千円
　 支払手形 129,327千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式総数に関する事項

（単位：株）
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 26,180,000 ― ― 26,180,000

2. 自己株式に関する事項
（単位：株）

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 3,774,743 687 ― 3,775,430
（注） 増加は単元未満株式の買取りによるものであります。
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3. 配当に関する事項
(1)配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成23年6月29日
定時株主総会 普通株式 89,621 4.0 平成23年３月31日平成23年６月30日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

1株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

平成24年6月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 112,022 5.0 平成24年３月31日平成24年６月28日

金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

当企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、内規に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半
期毎に時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
なお、デリバティブは外国為替規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 2,300,636 2,300,636 ―
(2)受取手形及び売掛金 5,476,322 5,476,322 ―
(3)投資有価証券
　 その他有価証券 367,092 367,092 ―
資産計 8,144,051 8,144,051 ―
(1)支払手形及び買掛金 1,647,875 1,647,875 ―
(2)短期借入金 996,757 996,757 ―
(3)長期借入金 693,937 695,412 1,475
負債計 3,338,570 3,340,045 1,475
デリバティブ取引 △1,409 △1,409 ―
デリバティブ取引によって生じた債務となる項目については△で示しております。
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（注）1. 金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金及び預金並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金並びに（2）短期借入金

これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（3）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、1年内返済予定の長期借入金を
含めております。

デリバティブ取引
金融機関から提示された価格によっております。

2. 非上場株式等(連結貸借対照表計上額91,395千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「(3)投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 479円85銭
2. １株当たり当期純利益金額 13円58銭

重要な後発事象に関する注記
当社は平成24年４月１日付で従来の退職時給与の額を基礎とする退職金制度か

ら、勤続年数や職級などに応じて一定のポイントを定め、これらのポイントを年度
ごとに従業員へ付与し、それを積み立てて退職時に累計ポイントを退職金の額に換
算する「ポイント制」を採用した退職金制度に移行しました。

これに伴い、未認識過去勤務債務87,030千円が発生し、翌連結会計年度から10
年（平均残存勤務期間以内の一定の年数）にわたり定額法で償却することとなりま
す。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成24年５月17日
　株式会社オーバル
　 取締役会 御中

至 誠 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 柴 田 博 康 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 立 田 三 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社オーバルの平成23年4月1日から
平成24年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社オーバル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成24年４月１日からポイント制を採用した
退職金制度に移行した。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
（流 動 資 産） (7,668,442) （流 動 負 債） (3,291,051)

現 金 及 び 預 金 1,371,474 支 払 手 形 278,962
受 取 手 形 899,166 買 掛 金 1,186,428
売 掛 金 3,540,506 短 期 借 入 金 540,000
商 品 及 び 製 品 388,897 リ ー ス 債 務 26,965
仕 掛 品 172,384 未 払 金 619,947
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 947,440 未 払 費 用 71,646
前 渡 金 47,467 未 払 法 人 税 等 26,514
前 払 費 用 82,489 未 払 事 業 所 税 17,073
繰 延 税 金 資 産 132,016 未 払 消 費 税 等 2,016
短 期 貸 付 金 25,834 前 受 金 282,996
未 収 入 金 17,603 預 り 金 15,502
そ の 他 45,380 賞 与 引 当 金 223,000
貸 倒 引 当 金 △2,219 （固 定 負 債） (3,684,138)

（固 定 資 産） (9,000,605) 長 期 借 入 金 415,000
有形固定資産 6,667,102 リ ー ス 債 務 55,084

建 物 及 び 構 築 物 844,717 繰 延 税 金 負 債 135,889
機 械 及 び 装 置 236,582 再評価に係る繰延税金負債 1,761,864
車 両 運 搬 具 271 退 職 給 付 引 当 金 1,243,164
工具、器具及び備品 49,544 役員退職慰労引当金 36,160
土 地 5,481,272 環 境 対 策 引 当 金 13,066
リ ー ス 資 産 53,767 資 産 除 去 債 務 21,539
建 設 仮 勘 定 948 預 り 敷 金 2,369
無形固定資産 60,413 負 債 合 計 6,975,190

ソ フ ト ウ ェ ア 23,075 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 28,282 （株 主 資 本） (6,511,015)
電 話 加 入 権 9,055 資 本 金 2,200,000
投資その他の資産 2,273,089 資 本 剰 余 金 2,087,589

投 資 有 価 証 券 370,366 資 本 準 備 金 550,000
関 係 会 社 株 式 259,989 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,537,589
関 係 会 社 出 資 金 366,842 利 益 剰 余 金 2,626,273
長 期 貸 付 金 182,800 利 益 準 備 金 11,970
保 険 積 立 金 964,149 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,614,303
そ の 他 143,216 配当準備積立金 341,460
貸 倒 引 当 金 △14,275 固定資産圧縮積立金 301,975

別 途 積 立 金 1,400,000
繰越利益剰余金 570,867
自 己 株 式 △402,847

（評価・換算差額等） (3,182,843)
その他有価証券評価差額金 76,385
繰延ヘッジ損益 △873
土地再評価差額金 3,107,332

純 資 産 合 計 9,693,858
資 産 合 計 16,669,048 負 債 純 資 産 合 計 16,669,048
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損 益 計 算 書
(平成

平成
23
24

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 11,042,955
売 上 原 価 7,867,473
売 上 総 利 益 3,175,481
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,073,789
営 業 利 益 101,692
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,949
受 取 配 当 金 81,594
受 取 賃 貸 料 26,990
保 険 返 戻 金 36,834
受 取 保 険 金 14,154
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4,875
そ の 他 23,831 193,229
営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,146
為 替 差 損 2,522
そ の 他 4,441 23,111
経 常 利 益 271,810
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,918
損 害 賠 償 金 26,300 28,218
税 引 前 当 期 純 利 益 243,592
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 112,365
法 人 税 等 調 整 額 △15,284
当 期 純 利 益 146,510
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株主資本等変動計算書
(平成

平成
23
24

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

(単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

平成23年４月１日残高 2,200,000 550,000 1,537,589 2,087,589
当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
配当準備積立金の積立
固定資産圧縮積立金の取崩
固定資産圧縮積立金の積立
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―
平成24年３月31日残高 2,200,000 550,000 1,537,589 2,087,589

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合 計配 当 準 備
積 立 金

固 定 資 産
圧縮積立金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
平成23年４月１日残高 11,970 251,460 297,106 1,400,000 608,847 2,569,383
当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △89,621 △89,621
当 期 純 利 益 146,510 146,510
配当準備積立金の積立 90,000 △90,000 ―
固定資産圧縮積立金の取崩 △16,288 16,288 ―
固定資産圧縮積立金の積立 21,158 △21,158 ―
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計 ― 90,000 4,869 ― △37,979 56,889
平成24年３月31日残高 11,970 341,460 301,975 1,400,000 570,867 2,626,273
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(単位：千円)
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産
合 計自己株式 株主資本

合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰 延
ヘッジ
損 益

土 地
再評価
差額金

評 価 ・
換 算 差
額等合計

平成23年４月１日残高 △402,738 6,454,234 19,410 ― 2,867,572 2,886,982 9,341,216
当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △89,621 △89,621
当 期 純 利 益 146,510 146,510
配当準備積立金の積立 ― ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
固定資産圧縮積立金の積立 ― ―
自己株式の取得 △108 △108 △108
株主資本以外の項目の当事業 56,975 △873 239,759 295,860 295,860年度中の変動額(純額)

当事業年度中の変動額合計 △108 56,780 56,975 △873 239,759 295,860 352,641
平成24年３月31日残高 △402,847 6,511,015 76,385 △873 3,107,332 3,182,843 9,693,858
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項
1. 資産の評価基準及び評価方法
　 (1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式………… 総平均法による原価法
その他有価証券

　 時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は総平均法により
算定）

　 時価のないもの…………………総平均法による原価法
　 (2) デリバティブ…………………………… 時価法
　 (3) たな卸資産

製品・半製品・仕掛品・原材料……………… 移動平均法による原価法(貸借対照表
価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定)

貯蔵品…………………………………… 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(付属設備を除く)につい
ては定額法)を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ８年～50年
機 械 及 び 装 置 ４年～７年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しております。
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(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は、

残価保証額）とする定額法を採用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が企業
会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上

しております。
(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。

なお、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数 (主として10年)による定額法により費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(主として10年)による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上

しておりましたが、平成18年７月以降新規の引当計上を廃止しております。従い
まして、当事業年度末の残高は、現任取締役及び監査役が平成18年６月以前に就
任していた期間に応じて引当計上した額であります。

(5) 環境対策引当金
環境対策に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる額を計上してお

ります。
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4. 収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事
工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

(2) その他の工事
工事完成基準

5. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。
6. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によってお

ります。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段…… 為替予約
ヘ ッ ジ 対 象…… 製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外

貨建買入債務及び外貨建予定取引
(3) ヘッジ方針

外国為替規程及び権限統制規程に基づき、ヘッジ対象に係る為替相場変動リス
クを一定の範囲内でヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッ

シュ･フロー変動の累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎
にしてヘッジの有効性を評価しております。
　ただし、振当処理によっている為替予約については有効性の評価を省略してお
ります。

7. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

追加情報
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月
４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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貸借対照表に関する注記
1. 担保資産及び担保付債務

建物及び構築物 85,054千円
機械及び装置 10,135千円
土 地 4,511,000千円
　 計 4,606,190千円
短期借入金 480,000千円
長期借入金 415,000千円
　 計 895,000千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 5,493,152千円
3. 有形固定資産の取得価格から控除した圧縮記帳額 4,299,296千円
4. 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金
負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資
産の部に計上しております。

・ 再 評 価 の 方 法……… 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公
布政令第119号)第２条第４号に定める路線価及び路線
価のない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額
に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日………………………………………平成14年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

1,856,506千円
5. 保証債務

OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.( 関 係 会 社 ) の 銀 行 借 入 金 他 769,287 千 円
(US$6,867千他)に対し債務保証を行っております。

6. 関係会社に対する短期金銭債権 230,130千円
　 関係会社に対する長期金銭債権 242,262千円
　 関係会社に対する短期金銭債務 276,070千円

7． 期末日満期手形の会計処理
当期末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。なお、期末日の満期手形は次のとおりであります。
　受取手形 65,414千円
　支払手形 129,327千円
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損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

　 売上高 814,689千円
　 仕入高 2,210,664千円
　 その他の営業取引高(支払) 153,219千円
　 営業取引以外の取引高(収益) 101,428千円

株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式に関する事項

(単位：株)
株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数
普通株式 3,774,743 687 ― 3,775,430
（注） 増加は単元未満株式の買取りによるものであります。

税効果会計に関する注記
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　 繰延税金資産

　貸倒引当金 5,087千円
　賞与引当金 84,762千円
　固定資産の評価額に係る一時差異 53,737千円
　退職給付引当金 445,787千円
　役員退職慰労引当金 13,022千円
　たな卸資産評価損 26,117千円
　その他 41,995千円
　 繰延税金資産小計 670,510千円
　評価性引当額 △469,852千円
　 繰延税金資産合計 200,657千円

　 繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金 △32,622千円
　固定資産圧縮積立金 △169,912千円
　その他 △1,996千円
　 繰延税金負債合計 △204,530千円
　繰延税金負債の純額 △3,873千円
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2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部

を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた
めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法
律第117号）が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税
金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24年４月１日以降に解消されるも
のに限る）において使用した法定実効税率は、前事業年度の40.49％から、回収
又は支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのも
のは38.01％、平成27年４月１日以降のものについては35.64％にそれぞれ変更
されております。

その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）が
11,041千円、再評価に係る繰延税金負債の金額が239,759千円それぞれ減少し、
当事業年度に計上された法人税等調整額が6,637千円、その他有価証券評価差額
金が4,439千円、土地再評価差額金が239,759千円、それぞれ増加しております。
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リースにより使用する固定資産に関する注記
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計

基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容
は次のとおりであります。

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
取得価額相当額

(千円)
減価償却累計額相当額

(千円)
期末残高相当額

(千円)
工具器具及び備品 144,140 115,605 28,534
ソフトウェア他 120,110 108,978 11,131

合計 264,251 224,584 39,666

2. 未経過リース料期末残高相当額
１年内 37,122千円
１年超 4,477千円
合 計 41,599千円

3. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 61,665千円
減価償却費相当額 58,131千円
支払利息相当額 1,596千円

4. 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は、

残価保証額）とする定額法によっております。

5. 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっております。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

(単位：千円)

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
OVAL ASIA
PACIFIC
PTE. LTD.

直接 当社製品の製
造及び販売 債務保証

769,287 ― ―
80.0% 役員の兼任

債務保証 (注)
(注） OVAL ASIA PACIFIC PTE. LTD.の金融機関からの借入金他に対し、債務保証をしておりま

す。

１株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 432円67銭
2. １株当たり当期純利益金額 6円54銭

重要な後発事象に関する注記
当社は平成24年４月１日付で従来の退職時給与の額を基礎とする退職金制度か

ら、勤続年数や職級などに応じて一定のポイントを定め、これらのポイントを年度
ごとに従業員へ付与し、それを積み立てて退職時に累計ポイントを退職金の額に換
算する「ポイント制」を採用した退職金制度に移行しました。

これに伴い、未認識過去勤務債務87,030千円が発生し、翌事業年度から10年
（平均残存勤務期間以内の一定の年数）にわたり定額法で償却することとなります。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成24年５月17日
　株式会社オーバル
　 取締役会 御中

至 誠 監 査 法 人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 柴 田 博 康 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 立 田 三 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社オーバルの平成23年4月1
日から平成24年3月31日までの第90期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成24年４月１日からポイント制を採用した
退職金制度に移行した。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成23年4月1日から平成24年3月31日までの第90期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め
るとともに、取締役会その他重要な会議並びに委員会に出席し、また、内部監査部門の監査にも同
席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、国内8部署、海外2拠点において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。さらに、財務報告に係る内部統制
について、取締役及び会計監査人から、両者の協議の状況並びに当該内部統制の評価及び監査の状
況について報告を受け、必要に応じ説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けるとともに重
要な子会社には赴き、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の
方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効で
ある旨の報告を至誠監査法人から受けております。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人至誠監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人至誠監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　 平成24年５月17日

株式会社オーバル 監査役会
常勤監査役 石 田 愼 ㊞
常勤監査役（社外監査役） 木 下 順 一 ㊞
監 査 役（社外監査役） 加 納 信 彦 ㊞
監 査 役（社外監査役） 池 田 力 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項
　 第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　 1. 期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元を継続して実施することを経営の
重要施策の一つと認識するとともに、経営基盤の強化と将来の事業展
開に備えた財務体質の充実も含め、総合的に利益配分を決定していく
ことを基本方針としております。
　また、事業再構築の推進、成長事業分野に向けた新製品開発投資お
よびベストコストプロデュースに基づく効率的な生産体制の整備等、
業績向上のための有効活用に備え、内部留保をさせていただきたく存
じます。
　そこで、当期の期末配当金につきましては、５円といたしたいと存
じます。

　 (1) 配当財産の種類
　 金銭といたします。
　 (2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　 当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、発行済株式総数から自己株式を除
いた株式数に１株当たりの配当額を掛けて算出したものであり、
112,022,850円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生ずる日
　 平成24年6月28日といたしたいと存じます。
　 2. 剰余金の処分に関する事項

①増加する剰余金の項目およびその額
別途積立金 100,000,000円

②減少する剰余金の項目およびその額
繰越利益剰余金 100,000,000円
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　 第２号議案　取締役５名選任の件
　取締役全員(５名)は、本総会の終結の時をもって任期満了となります
ので、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　 取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
１ こんどう けんじ

近 藤 健 二
(昭和18年3月15日生)

昭和40年３ 月 当社入社
平成 元 年３ 月 当社製造本部長
平成10年６ 月 当社取締役横浜事業所長、製造本

部長、製造部長、調達本部付
平成13年６ 月 当社取締役兼執行役員管理本部長、

経営企画室長、管理部長
平成14年６ 月 当社取締役兼常務執行役員品質保

証本部長、経営企画室担当、管理
部門部長、中国室担当

平成16年６ 月 当社代表取締役社長品質保証本部
管掌

平成18年４ 月 当社代表取締役社長品質保証本
部・経営企画室・管理部管掌

平成19年６ 月 当社代表取締役社長品質保証本部
管掌

平成21年10月 当社代表取締役社長監査室・経営
企画室・管理部・品質保証部・中
国事業推進室統括

平成23年６ 月 当社取締役会長中国事業推進室管
掌（現任）

149,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
２ たにもと じゅん

谷 本 淳
(昭和32年4月7日生)

昭和57年３ 月 当社入社
平成14年４ 月 当社技術部門部長
平成14年６ 月 当社執行役員技術部門部長
平成15年３ 月 当社執行役員技術本部副本部長、

技術部門部長
平成16年６ 月 当社取締役兼執行役員技術本部長
平成17年３ 月 当社取締役兼執行役員技術本部長、

技術部門部長、中国事業本部付
平成20年４ 月 当社取締役兼執行役員技術本部長、

商品企画部門部長
平成21年10月 当社取締役兼執行役員商品企画部

担当、NFSエンジニアリング本部
長、新事業推進部門部長、システ
ム開発部門部長

平成22年４ 月 当社取締役兼執行役員経営企画室
管掌、商品企画部担当、新事業推
進部門部長

平成23年６ 月 当社代表取締役社長技術本部管掌、
商品企画部・新事業推進部担当

平成23年10月 当社代表取締役社長経営企画室管
掌、監査室担当（現任）

53,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
３ おくの たもつ

奥 野 保
(昭和24年1月2日生)

昭和46年３ 月 当社入社
平成 ９ 年３ 月 当社人事総務部長
平成12年６ 月 当社執行役員管理部長、経営企画

室長
平成16年３ 月 当社執行役員中国事業推進本部副

本部長
平成16年６ 月 当社取締役兼執行役員中国事業推

進本部長
平成17年３ 月 当社取締役兼執行役員中国事業本

部長、国際営業二部担当
平成19年４ 月 当社取締役兼執行役員国際戦略室

管掌、営業本部付、中国室長
平成20年４ 月 当社取締役兼執行役員中国事業部

長
平成22年４ 月 当社取締役兼執行役員NFSエンジ

ニアリング本部長、中国事業推進
室長

平成23年６ 月 当社取締役兼常務執行役員品質保
証部担当、横浜事業所長、NFSエ
ンジニアリング本部長

平成23年10月 当社取締役兼常務執行役員技術本
部・製造本部・認定事業室管掌、
品質保証部担当、NFSエンジニア
リング本部長、横浜事業所長

平成24年４ 月 当社取締役兼常務執行役員技術本
部・製造本部・認定事業室管掌、
品質保証部・検査部担当、NFSエ
ンジニアリング本部長、横浜事業
所長（現任）

(OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD. 取締役)

54,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
４ さくま ひでゆき

昨 間 英 之
(昭和27年3月28日生)

昭和50年３ 月 当社入社
平成15年３ 月 当社経営企画室長
平成16年６ 月 当社執行役員経営企画室長、管理

部門部長
平成17年３ 月 当社執行役員経営企画室長、管理

部門部長、中国事業本部付
平成19年４ 月 当社執行役員経営企画室長、管理

部門部長
平成19年６ 月 当社取締役兼執行役員経営企画室

長、管理部門部長
平成20年４ 月 当社取締役兼執行役員監査室・経

営企画室担当、管理部門部長
平成22年４ 月 当社取締役兼執行役員監査室担当、

管理部門部長
平成23年６ 月 当社取締役兼常務執行役員経営企

画室管掌、監査室担当、管理部門
部長

平成23年10月 当社取締役兼常務執行役員管理部
門部長（現任）

(HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD 董 事 長、
HEFEI OVAL INSTRUMENT SALES CO.,LTD.
董事長)

36,000株

― 47 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月31日 11時55分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.40 20110927_01）



候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
５ やまじ たかお

山 路 隆 夫
(昭和25年9月8日生)

昭和49年３ 月 当社入社
平成17年３ 月 当社国内営業部長、大阪営業所長
平成19年４ 月 当社国内営業部長、商品企画部門

部長、大阪営業所長
平成20年４ 月 当社環境エネルギー営業部門部長
平成20年６ 月 当社執行役員営業本部部長、環境

エネルギー営業部門部長
平成20年９ 月 当社執行役員営業本部部長、環境

エネルギー営業部門部長、中部営
業所長

平成21年10月 当社執行役員国内営業部門部長
平成23年６ 月 当社取締役兼執行役員営業本部長、

国内営業部門部長
平成23年10月 当社取締役兼執行役員商品企画

部・新事業推進部担当、営業本部
長、国内営業部門部長

平成24年４ 月 当社取締役兼執行役員商品企画部
担当、営業本部長、国内営業部門
部長（現任）

（OVAL ENGINEERING INC. 社内理事）

15,000株

(注) 1.当 社 と OVAL ASIA PACIFIC PTE.LTD.、HEFEI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD.、HEFEI
OVAL INSTRUMENT SALES CO.,LTD.およびOVAL ENGINEERING INC.との間には、
製品の売買等の取引関係があります。

2.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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　 第３号議案　監査役２名選任の件
　監査役石田 愼、加納信彦および池田 力の３氏は、本総会終結の時
をもって任期満了となりますので、監査役２名の選任をお願いいたした
いと存じます。
　本議案に関しましては監査役会の同意を得ております。本議案が承認
されますと、当社の監査役は３名となります。

　 監査役候補者は、次のとおりであります。
　なお、第88期（平成22年３月期）定時株主総会において、監査の継続
性確保のため、任期の異なる監査役の１名増員を承認いただいており、
監査役４人体制で参りましたが、第88期定時株主総会参考書類記載のと
おり、第88期現任監査役改選時に当たる本総会終結後は、現任監査役の
木下順一氏と合わせ監査役３名体制に戻すことといたしたいと存じます。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
１ いしだ まこと

石 田 愼
(昭和22年１月８日生)

昭和44年３ 月 当社入社
平成14年４ 月 当社管理部部長
平成20年１ 月 当社退社
平成20年３ 月 OVAL TAIWAN CO.,LTD.監査役

（現任）
平成20年６ 月 当社常勤監査役（現任）

29,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数
2 いけだ つとむ

池 田 力
(昭和24年８月28日生)

昭和48年４ 月 ㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入
行

平成 ７ 年５ 月 同行本八幡支店長
平成14年４ 月 ㈱みずほ銀行執行役員支店業務第

四部長
平成15年４ 月 同行理事
平成15年６ 月 エス・バイ・エル㈱常務取締役

兼常務執行役員
平成16年６ 月 同社専務取締役兼専務執行役員
平成17年６ 月 同社代表取締役専務兼専務執行役

員
平成18年10月 同社代表取締役副社長
平成20年３ 月 同社退社
平成20年６ 月 当社監査役（現任）

沖電線㈱常勤監査役（現任）
平成23年３ 月 日本上下水道設計㈱監査役（現任）

3,000株

(注) 1.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.池田 力氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の候補者であります。なお、当社は

池田 力氏を東京証券所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
3.社外監査役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。
(1) 選任の理由について

　池田 力氏につきましては、金融に関する造詣も深く、また、エス・バイ・エル株式会社
の代表取締役副社長を務められるなど企業経営者としての見識も高く、社外監査役として適
任であると判断し、選任をお願いするものであります。

(2) 池田 力氏の社外監査役在任期間は、本総会終結の時をもって４年であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図

1.会 場：東京都新宿区上落合三丁目10番８号
　 当社本社会議室
2.交通機関等
　①JR総武線、東中野駅下車、徒歩８分程度

②都営地下鉄大江戸線、東中野駅下車、Ａ２番出口より
徒歩６分程度

③東京メトロ東西線、落合駅下車、中野寄り２番出口よ
り徒歩１分程度

④駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご
来場は、ご遠慮くださいますようお願いいたします。
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平成24年６月11日 

株主の皆様へ 
東京都新宿区上落合三丁目10番８号 

 
 

 
代表取締役 
社   長 谷 本  淳

 
第90期定時株主総会招集ご通知の一部訂正について 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、｢第90期定時株主総会招集ご通知」の記載に一部訂正すべき事項
がございましたので、謹んでお詫び申しあげますとともに、下記のとお
り訂正のご連絡をさせていただきます。なお、訂正箇所は、下記の表中
に下線を付しております。 

敬 具 
記 
 

１．招集ご通知28ページ 
 

訂正前 訂正後 

追記情報 
重要な後発事象に記載されているとお

り、会社は、平成24年４月１日からポイ
ント制を採用した退職金制度に移行し
た。 

強調事項 
重要な後発事象に記載されているとお

り、会社は、平成24年４月１日からポイ
ント制を採用した退職金制度に移行し
た。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響
を及ぼすものではない｡ 

 
２．招集ご通知41ページ 
 

訂正前 訂正後 

追記情報 
重要な後発事象に記載されているとお

り、会社は、平成24年４月１日からポイ
ント制を採用した退職金制度に移行し
た。 

強調事項 
重要な後発事象に記載されているとお

り、会社は、平成24年４月１日からポイ
ント制を採用した退職金制度に移行し
た。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響
を及ぼすものではない｡ 

以 上 


